
二十九 繰越欠損金

改 正 後 改 正 前

（廃 止） （資本積立金額等により補てんした欠損金額）

12－１－２ 法人が資本積立金額又は利益積立金額により各事業年度において

生じた欠損金額を補てんし、繰越欠損金として表示していない場合において

も、当該補てんした欠損金額が各事業年度開始の日前５年以内に開始した事

業年度において生じたものであり、かつ、法第57条第２項《繰越欠損金の損

金算入の要件》に規定する要件に該当するときは、当該補てんした欠損金額

は損金の額に算入されることに留意する。

（名義株がある場合の特定資本関係の判定） （新 設）

12－１－２ 被合併法人等（被合併法人又は分割法人をいう｡)と合併法人等

（合併法人又は分割承継法人をいう｡)との間に法第57条第３項《被合併法人

等からの青色欠損金の引継ぎに係る制限》又は同条第６項《青色欠損金の繰

越しに係る制限》に規定する特定資本関係があるかどうかを判定する場合に

おいて、一方の法人が他方の法人の株式（出資を含む｡)を保有する関係かど

うかは、株主名簿又は社員名簿に記載されている株主等により判定するので

あるが、その株主等が単なる名義人であって、当該株主等以外の者が実際の

権利者である場合にはその実際の権利者が保有するものとして判定する。

（共同で事業を営むための適格合併等の判定） （新 設）

12－１－３ 法第57条第３項《被合併法人等からの青色欠損金の引継ぎに係る

制限》又は同条第６項《青色欠損金の繰越しに係る制限》に規定する「共同

で事業を営むための適格合併等」に該当するかどうかの判定に当たっては、

１－４－４《従業者の範囲》から１－４－７《特定役員の範囲》までの取扱



改 正 後 改 正 前

いを準用する。

（法人を新設する適格合併等に係る被合併法人等が３以上ある場合の取扱い） （新 設）

12－１－４ 法人を新設する適格合併が行われた場合において、当該適格合併

に係る被合併法人が３以上あるときにおける法第57条第３項《被合併法人等

からの青色欠損金の引継ぎに係る制限》の規定の適用については、被合併法

人ごとに、それぞれ他の被合併法人との間でそれぞれ同項の規定の適用があ

るかどうかを判定することに留意する。

この場合において、被合併法人と他の被合併法人とのいずれかの間で同項

の規定の適用がある場合には、その適用のある法人間の同項に規定する特定

資本関係が生じた日のうち最も遅い日の属する事業年度が、同項各号の特定

資本関係事業年度となることに留意する。

(注) 法人を新設する法第57条第２項《適格合併等による欠損金の引継ぎ等》

に規定する合併類似適格分割型分割が行われた場合において、当該分割に

係る分割法人が３以上あるときにおける同条第３項の規定の適用について

も同様とする。

（適格合併等に係る特定資本関係法人が２以上ある場合の特定資本関係が生じ （新 設）

た日の判定）

12－１－５ 法人が２以上の特定資本関係法人（法第57条第６項《青色欠損金

の繰越しに係る制限》に規定する「特定資本関係法人」をいう。以下12－１

－５において同じ｡)との間で当該法人を合併法人、分割承継法人又は被現物

出資法人とする適格合併、適格分割又は適格現物出資を行った場合における同項

の規定の適用上、同項に規定する特定資本関係の生じた日がいつであるか
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は、当該法人と各特定資本関係法人（当該法人との間において令第112条

第８項において読み替えて準用する同条第６項《共同で事業を営むための適

格合併等》に規定する要件を満たしている場合の当該特定資本関係法人を除

く｡)との間において特定資本関係が生じた日のうち最も遅い日をいうことに

留意する。

12－２－２ 12-１-１《繰越欠損金の損金算入の順序》は、… … …

… … … … … … …

（繰越損失金の損金算入の順序） （繰越損失金の損金算入の順序等）

12－２－２ 12-１-１及び12-１-２《繰越欠損金の損金算入の順序等》は、

…… … … … … … …


